
国⽴⼤学法⼈秋⽥⼤学バイアウト制度実施要項に関するFAQ
令和５年２⽉２８⽇時点

Ｑ１ バイアウト制度とはどのようなものか。
バイアウト制度は，研究者の研究時間確保のため，競争的研究費の直接経費の使途を拡⼤
し，研究者が担っている業務のうち研究以外の業務の代⾏に係る経費の⽀出を可能とする制
度です。制度の利⽤を希望する研究者が所属機関と合意することで，実施が可能となりま
す。本学では，国のルールに基づき実施要項を定め，研究者（PI）の申請を受けて承認を検
討する制度としました。
なお，バイアウト制度は研究活動の効果をさらに⾼めるための制度であり，研究遂⾏に当
たって必ず利⽤しなければならないということはありません。バイアウト経費を⽀出するこ
とで，本来の研究活動に⽀障をきたすことがないように留意してください。
【参考】
「競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代⾏に係る経費を⽀出可能とする⾒直し
（バイアウト制度の導⼊）について」

Ｑ２ バイアウト制度はどのような業務で実施できるのか。
本学の実施要項では，代⾏できる業務の範囲を次のように定めています。
(1)教育活動及びこれに付随する事務
(2)診療活動及びこれに付随する事務
(3)研究成果普及活動等の社会貢献活動及びこれに付随する事務
(4)その他学⻑が必要と認めたもの
営利⽬的で実施する業務は対象外となります。

それぞれ具体的には，次のようなケースが想定されます。なお，学内研究者による代⾏は想
定していません。
(1)授業等の実施・準備、学⽣への指導等→⾮常勤講師により代⾏
     授業の補助→ティーチング・アシスタント（TA）により代⾏
     付随する事務→事務系スタッフにより代⾏
(2)診療の実施→⾮常勤医師により代⾏
     付随する事務→事務系スタッフにより代⾏
(3)社会貢献活動の実施→⾮常勤講師等（※）により代⾏（※代⾏する業務により要検討）
     付随する事務→事務系スタッフにより代⾏
(4)申請に基づき個別に検討

バイアウト制度の利⽤により増えた研究時間は，バイアウト経費を⽀出する研究プロジェク
トの実施に充てる必要があります。他の研究や別の業務のために使うことはできません。
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なお，研究実施のために直接必要なリサーチ・アシスタント（RA）や学⽣アルバイト，事
務系スタッフの採⽤については，従来の⼿続きと変更はありません。
また，⾮常勤講師の採⽤についても従来の⼿続きにより⾏うこととなりますが，留意が必
要な点についてQ2-２を参照願います。

Ｑ２-２ バイアウト制度で⾮常勤講師を採⽤する場合の留意点
・該当科⽬の実施責任は担当教員が負うこととなります（⾮常勤講師候補者の確保及び授
業担当に係る補助業務等を含む）…授業担当者である研究者（PI）が担当。
・⾮常勤講師任⽤⼿続き…授業担当者である研究者（PI）の所属部局が任⽤。

※⾮常勤講師任⽤⼿続きが完了し発令されるまで（おおむね１か⽉程度必要。）は⾮常勤
講師が業務（授業等）を実施することはできません。余裕を持って⼿続きを⾏ってくださ
い。

Ｑ３ 実施要項の制定時点で既に採択されている競争的研究費でも，バイアウト制度を利⽤できる
か。
競争的研究費ごとに異なるため，該当する競争的研究費のウェブサイト等で事前に必ず確認
してください。資⾦配分機関が同⼀でも事業ごとに対応が異なる場合があるため，利⽤を希
望する競争的研究費について公募要領等で個別に確認が必要となります。
【参考】
〇⽂部科学省の競争的研究費における適⽤状況⼀覧（令和４年４⽉１⽇時点）
https://www.mext.go.jp/content/20211207-mxt_kibanken01-1385716_03.pdf
〇AMED競争的研究費
https://www.amed.go.jp/content/000073514.pdf
〇厚⽣労働科学研究費補助⾦等
https://www.mhlw.go.jp/content/000756548.pdf
○科研費ＦＡＱ
https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/faq/1306984.htm

また，競争的研究費により必要な⼿続きや時期等が異なるため，各競争的研究費のルール
に従って変更申請等の⼿続きを⾏ってください。事前承認が必要か，事後報告か等，当該競
争的研究費のルールを必ず確認し，ルール違反とならないよう留意してください。事前承認
が必要な場合は，余裕を持って⼿続きを⾏ってください。
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Ｑ４ バイアウト制度の利⽤者に制限はあるか。
利⽤者は，本学と雇⽤関係があり，対象となる競争的研究費を代表者または分担者として有
する者で，かつバイアウトの対象となる業務を本務に含むことが必要です。
研究分担者への適⽤可否は競争的研究費により異なるため，当該競争的研究費のルールを
必ず確認してください。また，事前に研究代表者へ相談し，了承を得る必要があると考えま
す。なお，研究協⼒者の研究時間を確保するためにバイアウト経費を⽀出することはできま
せん。

Ｑ５ バイアウト経費の所要額はどのように積算するのか。
代⾏を⾏う者を採⽤するために必要な⾦額を，学内規定に基づき積算します。
・⾮常勤講師を雇⽤する場合
 ：国⽴⼤学法⼈秋⽥⼤学⾮常勤職員就業規則に基づき積算
・ティーチング・アシスタント（TA）を雇⽤する場合
 ：国⽴⼤学法⼈秋⽥⼤学⾮常勤職員就業規則に基づき，各研究科が定める時間単価によ
る
・事務系スタッフを雇⽤する場合
 ：国⽴⼤学法⼈秋⽥⼤学⾮常勤職員就業規則に基づき積算
  （参考）原則として時間給の単価は910円，⽇給（7.75時間）※の単価は7,060円
                      ※R3.10.1以降の採⽤者の場合
・⾮常勤医師を雇⽤する場合
 ：国⽴⼤学法⼈秋⽥⼤学⾮常勤職員就業規則に基づき積算

なお，申請時は概算（予定）額で記載し，⽀払う⾦額は実際に雇⽤した実績に基づき精算
することになります。

また，バイアウト経費を計上する費⽬は，該当の競争的研究費の指定に従う必要がありま
す。例えば，科学研究費助成事業（科研費）の場合は，内容が⼈件費や旅費であっても，バ
イアウト経費であることを明記した上で，「その他」の費⽬に計上するよう指定されていま
す。
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Ｑ６ バイアウトを実施できる授業の条件はあるか。

Ｑ７ バイアウト制度利⽤申請書／変更申請書の承認はいつまでに得ればよいか。
競争的研究費への応募時にバイアウト経費の計上が必要な場合は，応募書類提出時までに
「バイアウト制度利⽤申請書」を提出し，承認を得てください。なお，応募時点では，代
⾏者（⾮常勤講師等）の採⽤者を特定している必要はありません。競争的研究費の採択後
に，代⾏者の特定や採⽤⼿続き等を⾏ってください。
科研費や競争的研究費の応募時にバイアウト経費の計上が配分機関より特に求められていな
い場合は，採択後からバイアウト業務の開始前までに「バイアウト制度利⽤申請書」を提
出し，承認を得てください。ただし，応募時にバイアウト経費を計上する場合は，事前に各
部局⻑の了承を得てから，応募書類を提出してください。

科⽬の種類に応じて，以下の点に留意が必要となります。各部局で利⽤申請内容を確認する
際にご対応願います。
・教養基礎教育科⽬…担当者の変更について，教育推進主管の承認を得てください（総合
学務課教務担当）。
・教職課程の科⽬…教育課程の変更に該当するか，課程認定要件への抵触の有無，変更届の
要否などの確認が必要です（各学部）。
・改組後の設置計画履⾏状況調査の期間中…新学部設置および学部改組関係で⽀障がない
かを確認してください（各学部）。
 
また，⼤学（院）設置基準に以下のとおり記載がありますので，バイアウト検討時にはご
留意ください。
【⼤学設置基準】
（授業科⽬の担当）
第⼋条 ⼤学は、各教育課程上主要と認める授業科⽬（以下「主要授業科⽬」という。）
については原則として基幹教員（教育課程の編成その他の学部の運営について責任を担う教
員（助⼿を除く。）であつて、当該学部の教育課程に係る主要授業科⽬を担当するもの（専
ら当該⼤学の教育研究に従事するものに限る。）⼜は⼀年につき⼋単位以上の当該学部の教
育課程に係る授業科⽬を担当するものをいう。以下同じ。）に、主要授業科⽬以外の授業科
⽬についてはなるべく基幹教員に担当させるものとする。

【⼤学院設置基準】
（研究指導）
第⼗三条 研究指導は，第九条の規定により置かれる教員が⾏うものとする。

なお，バイアウトを実施する授業のコマ数については，⼀律に制限するものではありません
が，全てのコマについてバイアウトを実施することは好ましくないと考えます。
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Ｑ８ 実施要項第12条において，任意の時期に，PI等に対して本制度の実施状況の報告を求めるこ
とができる，とあるが，報告は何のために⾏うのか。
競争的研究費の配分機関において，バイアウト制度の活⽤実績や効果等についてフォロー
アップが実施されることとなっており，研究機関に対して実施状況の把握が求められていま
す。例えば，配分機関が実施する実地検査や額の確定調査の際に，バイアウト経費の⽀出内
容が確認されることがあります。
別途，様式を提⽰して該当者に報告を依頼する予定です。バイアウト制度の趣旨を踏まえ
て，バイアウト経費を⽀出することで，当該研究プロジェクトに専念できる時間が拡充した
ことが確認できるように記載をお願いいたします。
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